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ロシアの中東政策 
―プーチン大統領のシリア政策を通じて 
Russian Strategy towards the Middle East under President 





The active initiative taken by Russian President Vladamir Putin by 
bombarding the antigovernment forces in Syria at the end of September 2015 
startled the world by its precalculated boldness. Russian intervention has 
radically changed the dynamic of the war by empowering the Syrian government 
of Bashar Assad, and has resulted in a ceasefire agreement which starts on 27th 
February 2016, led by Russia and the US. No one can predict at present the next 
stage of conflicts in Syria or whether it will result in a positive solution to the 
tragic wars there. However, there is no denying the fact that Russia has played 
an important role in the development of the game. This paper analyzes the 
motivations of Putin in intervening in the Syrian crisis and the factors which have 
enabled Russia to play an enlarged role in the Middle East, seemingly beyond its 
objective capabilities. Legacies of international networks built during the Soviet 
period; shrewd tactics in making use of the inconsistency and vacillation of US 
policies, particularly towards the Middle East; its historical experience of 
interaction with the Muslim cultures, including domestic ones; its geopolitical 
perception of world politics, and the export of energy resources and military 
weapons as tools of diplomacy are some of the factors which explain Russian 
behavior. At the same time, the personal leadership and accumulated experience 
of President Putin in formulating Russian diplomacy and in manipulating 
different issues in a combined policy should be taken into account. His initiative 
in Syria succeeded to some extent in turning world attention away from the 
Ukrainian issue, aimed at changing the present sanctions imposed by the West. 
Another phenomenon to be noted in the international arena is the newly 
developed mutual interaction between Russia and the Arab countries in the Gulf. 
Frequent visits to Russia by autocratic leaders, including kings, emirsand princes 
do not always reflect a shared common interest between Russia and the Arab 
leaders. On the contrary, in spite of sharp and fundamental differences in their 
attitude toward the issues related to Syria, Iran and Yemen, the Arab leaders find 
it necessary to communicate with Russia and to know Russia’s expected strategies 
and intentions towards the Middle East, apart from its oil and gas policies. The 
Iran deal on the nuclear issue in July 2015 may have been a factor behind the 
phenomena. 
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課題ではないが、ロシアは北大西洋条約機構（North Atlantic Treaty Organization: NATO）




らに 2014 年 2 月のウクライナの政変で米欧とロシアの対立は新たな段階に進んだ。同年 3
月、ロシアのクリミア編入という展開を踏まえ、ロシアは G８のメンバー国から「追放」さ
れた。 
                                                     
1 ソ連において「地政学」は帝国主義国の侵略を合理化するものとして否定的意味をあたえられていた。 
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2015 年 12 月末にプーチン大統領によって署名され発表された「ロシア連邦の国家安全保
障の戦略について」と題する文書によると、米国がロシアの安全保障にとって脅威の 1 つで











連ほどの力は到底持ちえないという事実である。ロシアは人口規模では 1 億 4000 万人ほど
であるが、経済的には中国、インド、ブラジル、南フリカと並ぶ新興経済圏 BRICs の一つ














                                                     
2 The Japan Times, Jan.4,2016 
3 ロシア大統領府「2020 年までのロシア連邦国家安全保障戦略」『大統領府 HP』2009 年 5 月 13 日 
< http://kremlin.ru/text/docs/200905/216229.shtml>（2009.5.13）  
4 http://atlantic.gssc.nihon-u.ac.jp/~inui/doc2/d007.pdf 
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雑かつ流動的であり、独立国家共同体（Commonwealth of Independent States: CIS）の安
全保障機構である集団安全保障条約機構（Collective Security Treaty Organisation: CSTO）
に加盟しているのは、2015 年段階でロシア、アルメニア、ベラルーシ、カザフスタン、キ










                                                     
6 Mackinder, H.J., "The Geographical Pivot of History", The Geographical Society, Vol. 23, 
No.4, （April 1904）, 421-437 
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2. NATO と EU の東漸 
 
ソ連崩壊後の 1991 年に、NATO は北大西洋協力評議会（Nnorth Atlantic Cooperation 
Council: NACC）、1994 年には「平和のためのパートナーシップ」を発足させ、旧ソ連・東
欧諸国との協力を促進するための枠組みを創設した。1997 年の NATO 首脳会議でポーラン
ド、チェコ、ハンガリーの 3 カ国が第 1 次拡大の対象国と認定されて 1999 年 3 月に実現、
2004 年にはバルト３国（エストニア、ラトビア、リトアニア）とスロバキア、スロベニア、
ブルガリア、ルーマニアの 7 カ国が加盟、2009 年にはクロアチアとアルバニアが加わり
NATO は 28 カ国体制となった。さらに 1999 年４月には加盟希望国に加盟支援を行う「加
盟行動計画（Membership Action Plan: MAP）」が採択された。当面の参加国はマケドニア
とモンテネグロであったが、シリア空爆を始めたロシアと米欧の間の駆け引きが進展してい
たなかの 2015 年 12 月 2 日に NATO はモンテネグロに対して加盟手続きに入るよう正式に
招聘する手続きをとった。NATOの東漸はロシアの警告にもかかわらず継続されているが、
シリアでのロシアの関与に対する NATO の戦略と連動していると見ざるを得ない。 
プーチンが大統領に就任した 2000 年（第 1 期）前後以降、ロシア外交と米欧との間には















さらにロシアの対米不信を強めたのは、米国が 2001 年 12 月に ABM（弾道弾迎撃ミサイ
ル）制限条約からの一方的離脱をロシアに通告し、2002 年 6 月に正式に離脱したことであ
る。米国は新たに欧州に MD（ミサイル防衛）を配備する理由をイランのミサイルを対象に
したものと説明したが、ロシアはその通りに受け取っておらず、ロシアの核ミサイルを無力
化させるものとして、新型 ICBM の開発に走らせている7。 
他方、2003 年 11 月のグルジアでのシュワルナゼ大統領を追放した大衆運動である「バラ
革命」、2004 年 11 月のウクライナでの大統領選挙で当選した親ロシア系ヤヌコビッチに対





2001 年の「1 月 25 日革命」へつながった側面があり、その点では「アラブの春」にも影響を
与えた。 




意図があったとしてグルジアと NATO に一層不信感を深める契機となった。 
ウクライナ問題はロシアにとっては NATO と EU の東漸と深く関わっている。ウクライ
ナのヤヌコビッチ大統領が EU との連合協定調印を延期すると決めたことが 2014 年 2 月 27
日の反露右派民族主義勢力による大統領追放という事実上のクーデターに繋がった。ロシア
は 3 月 18 日にクリミアの国民投票を経る形でクリミアのロシア編入というドラスチックな
手段に訴えた。これに対して 6 月 4 日、G8 サミットはロシアを排除し、対露制裁強化で一
致した。 
                                                     
7 『プーチンの実像 －証言で暴く「皇帝」の素顔』朝日新聞出版 2015 年 272-273 頁 
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クリミア半島の帰属問題は歴史的経緯を見れば白黒が明白な単純なものではない。ソ連時














視した政策を取ろうとした。しかしウクライナ政府は 1995 年 3 月にクリミアへの武力介入
の構えを見せつつ、クリミアの大統領と独自憲法を廃止させてウクライナの統治下に戻させ



















































                                                     
8  The Financial Times, Dec.18,2015 
9 http://www.foreignaffairsj.co.jp/essay/201511/Barbashin_Thoburn.htm 
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10 ラブロフ外相の現代世界に対する認識を示すものとして、2015 年 1 月 21 日の記者会見を参照。
http://archive.mid.ru//brp_4.nsf/0/D1AFD0A22ABD9AB443257DD4004F33B5 
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11 月 7 日のロシア 10 月革命記念日をエリツィンは「和解と合意の日」と名前を変更して
残存させたが、プーチンは 2005 年「和解と合意の日」を廃止した。これにより「社会主義」
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シーシーは 2014 年 2 月国防相として初めて訪露したが、シーシー自身が大統領選立候補
を公にはしていなかった段階でプーチン大統領が立候補を勧めるという異例な発言を行い、








束し、同年 9 月には 35 億ドルに及ぶ兵器売却が合意された。これはウクライナ問題に関し
てロシアが受けている経済制裁を無視して行われたものである。 


























IDE ME Review Vol.3 
©IDE-JETRO 2016 
も貴重な外貨獲得手段であった。しかし、2015 年 10 月 31 日にシャルム・エル・シュイフ
を飛び発ったロシアの民間航空機が空中で爆破し、乗客 200 人以上が死亡するという事件が
起きた。エジプト側がまだ原因を調査期間中であったのにもかかわらず、ロシア当局は 11
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11  Expert, 2015,Oct.5-11 
12 http://www.bbc.com/news/world-middle-east-34465425  
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13 Japan Times, Nov.12, 2015 
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2015 年 11 月 13 日、フランスでイスラーム過激派（IS）によると見られる同時テロが発
生し 100 人以上の市民が殺害されるという事件が起きた。フランスのホランド大統領は市民
の批判に押され、実効性のある反テロ対策を模索せざる得なくなった。ロシアは機敏にフラ










表」の間で、2012 年 6 月に主要国の間で合意を取ったジュネーブ・コミュニケに基づいて
おり、完全な行政権を有する移行政府を樹立するための政治プロセスを開始するよう呼びか
けている。 
                                                     
14 Ibid. 
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第 2 回ウィーン・プロセス会議はパリでの同時多発テロ後の 11 月 14 日に開催された。そ
こではフランスがロシアに歩み寄る方向が見られ、プーチン外交にとっては得点となった。









プロセス」開始（2016 年 1 月）以降の行程、つまり「信頼に足る、包括的、世俗主義によ
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伝えられる。第 2 回はロシアのシリア空爆作戦開始後の 10 月 11 日にムハンマド国防相はソ
ロシアの中東政策―プーチン大統領のシリア政策を通じて 









8 月 25 日に訪露し、プーチン大統領と会談している。 
2016 年 1 月 2 日にサウジアラビアでシーア派指導者ニムル師が処刑された問題でイラン
とサウジアラビアの間が緊迫、テヘランでサウジアラビア大使館がデモ隊に襲撃される事件
が起きた。これをきっかけにサウジアラビアは 1 月 3 日イランとの国交断絶を発表し、両国
関係は最悪となった。イランとの断交はバハレーン、スーダン、コモロが追随した。バハ
レーンを含む湾岸諸国首脳のその後の訪露は続いている。 







おロシアのタタールスタン自治共和国ルスタム・ミンニハノフ首相は 2015 年 12 月 8 日カ
タールを訪問しタミームと会談している。 











                                                     
15 http://news.goo.ne.jp/article/jiji/world/jiji-160208X898.html 
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（Partiya Karkerên Kurdistan: PKK、現在は KKK）の政治部門とされる人民保護隊
（Yekîneyên Parastina Gel: YPG）は米国の IS も視野に入れたシリア戦略の有力支持勢力と
なっていた16。米国は KKK はテロ組織とし YPG とは区別しているがトルコ政府は双方をテ
ロ組織としている。トルコ・ロシア関係が悪化するなかでロシアも YPG との関係を強め、
YPG は米露との良好な関係を利用して IS への攻撃を強めている。他方、アサド政権はロシ
                                                     
16 pttp://www.wsj.com/articles/russian-intervention-emboldens-syrian-kurds-1452773070 
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ての悪材料とは、第 1 に 2014 年 8 月以降の原油価格の暴落と低油価の長期化の可能性、第
2 にウクライナ問題に起因するとされる西側の対ロシア経済制裁、第 3 に米国が低金利政策
の是正を図ろうとする動きである。これらの諸要素はルーブルへの切下げ圧力となっている。
IMF の 2015 年のロシア経済の成長見通しはマイナス 3.8%で G20 のなかで最も悪い数値と
なっている。 
2014 年 8 月以降の原油価格の暴落に対してロシア中央銀行は同年 11 月 11 日、ルーブル
をフロートさせた。その結果ルーブルはその後 1 年間でほぼ 50%下落した。ロシアはサウジ
アラビアに次ぐ世界で 2 番目の原油輸出国であり、国際石油価格の動向はロシア経済を直撃
する構造になっている。資本の国外流出を止めようとして金利を大幅に引き上げた。しかし







統計で見ると、米国は同年にサウジアラビアを抜いて世界トップの 1402 万バレル、第 2 位
はサウジアラビアで 1162 万バレル、第 3 位はロシアで 1085 万バレルとなっている17。 
ロシアにとっては厳しい国際石油市場が続いている。2015 年年末に至り油価は一層下落
傾向を強め、2016 年 2 月 10 日現在では 1 バレル 30 ドル以下という 2008 年の経済危機以来
の最安値に落ち込んでいる。油価低迷の主要な背景は経済的な要因であることは明らかであ
                                                     
17 「日本経済新聞」2015 年 12 月 17 日 
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供禁止が挙げられる。2014 年 7 月 16 日、米国はロシアの主要産業に対する新たな制裁措置
を発動、EUも同調した。さらに、同年 7月 29日、金融、エネルギー、防衛産業などに対す
る追加制裁を発動した。これに対してロシアは 8 月 7 日、欧米の農産物の輸入禁止を表明し
た。この政策は一時的にロシアの国内農業生産を刺激している側面もある。 
プーチン大統領自身のロシア経済に関する評価も非常に厳しいものに変わっている。
2015 年 12 月 17 日に行われた恒例の年末記者会見で、長い冬が待っていること、経済の弱
さは当分続くこと、一層耐乏生活が必要であることを強調した18。ロシア経済と予算が原油















                                                     
18 Financial Times, Dec.18, 2015 
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（2016 年 2 月 10 日脱稿） 
 
補 足： 
本稿脱稿後の 2 月 27 日、米露の提案で シリアで一時停戦が発効した。今後の動きは予
測の範囲ではないが、初めての停戦の試みであり、これがロシアの 2015 年 9 月末以降の動
きの 1 つの結果であることは間違いない。引き続き、ロシアの役割を無視できないというこ
とであろう。(2016 年 2 月 28 日) 
 
 
